
令和７年１１月４日 

子ども未来部親子保健課 

 

宮崎市総合発達支援センターの指定管理者候補者の選定結果 

 

宮崎市総合発達支援センターの指定管理者については、次のとおり候補となる団体を選定し

ました。 

なお、選定された団体を指定管理者とする議案が、令和７年１２月議会で可決された場合に

は、同団体が指定管理者として、本施設の管理運営にあたることとなります。 
 

1.指定管理者候補者の概要  

(1)団体の名称 

社会福祉法人 宮崎市社会福祉事業団 

(2)代表者名 

理事長 草野　一成 

(3)主たる事務所の所在地 

　　宮崎市新別府町久保田６５７番地４ 

(4)設立年月日 

　　平成１４年４月１日 

(5)事業概要 

宮崎市総合発達支援センター、児童厚生施設、老人福祉センター、老人いこいの家等の

管理運営。 

その他、宮崎市障がい者基幹相談支援・虐待防止センター事業、医療的ケア児等支援事

業、放課後児童健全育成事業等を受託運営 

(6)資本金又は基本財産  

３，０００，０００円  

(7)従業員数 

　　１７２人 

 

2.指定期間（予定） 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

 

3.施設及び業務の概要  

(1)施設概要 

① 施設名 

宮崎市総合発達支援センター 

② 所在地  
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　　宮崎市新別府町久保田６５７番地４ 

③ 施設規模等  

敷地面積　　９９７１．４７平方メートル  

延べ床面積　３７８７．９０平方メートル 

 

(2)業務概要  

　　①　医療法第1条の5第2項に規定する診療所に係る業務 

　　②　児童福祉法第6条の2の2の②⑤及び第43条に規定する保育所等訪問及び児童発達支 

　　　援センターの業務 

　　③　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下障害者総合支 

　　　援法という）第5条７に規定する生活介護 

　　④　児童福祉法第6条の2の2の⑥⑦⑧、障害者総合支援法第5条18及び19に規定する障 

　　　がい児相談支援事業と特定相談支援事業 

　　⑤　宮崎市総合発達支援センター条例及び施行規則に規定する使用料、手数料等の徴 

　　　収・収納事務（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第1項の規定に基 

　　　づく徴収委託事務契約を別途締結） 

　　⑥　地域障害児支援体制強化事業実施要綱（こども家庭庁R5.4.1）の3（1）児童発達支 

　　　援センター等の機能強化等に位置付けられた業務のうち、市が指定するもの（早期支 

　　　援事業） 

　　⑦　地域障害児支援体制強化事業実施要綱（こども家庭庁R5.4.1）の３（2）巡回支援 

　　　専門員整備に位置付けられた業務のうち、市が指定するもの（巡回支援専門員整備事 

　　　業） 

 

(3)現在の管理方法 

指定管理者　社会福祉法人宮崎市社会福祉事業団 

　　　　　　（令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

 

4.事業計画の概要  

　別紙「事業提案概要書」のとおり。 

※　別紙「事業提案概要書」は、あくまで指定管理者候補者から選定に当たり示された内容で

あり、実際に行う事業の計画は、指定後に市と当該団体との間で協議の上、決定します。 
 

 

 

 

 

5.収支計画の概要 
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 ■収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

項　目 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 5ヵ年合計 

指定管理料 574,911 579,131 590,622 598,574 608,912 2,952,150 

そ の 他 5,140 5,140 5,610 5,610 5,610 27,110 

収入合計 580,051 584,271 596,232 604,184 614,522 2,979,260 

 

■支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

項　目 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 5ヵ年合計 

人件費 498,184 501,828 512,213 519,609 528,269 2,560,103 

事業費 27,998 28,633 29,286 29,953 30,639 146,509 

事務費 46,935 46,707 47,469 47,202 48,047 236,360 

その他 4,080 4,217 4,352 4,489 4,624 21,762 

積立資産 2,854 2,886 2,912 2,931 2,943 14,526 

支出合計 580,051 584,271 596,232 604,184 614,522 2,979,260 

※　上記の収支計画は、あくまで指定管理者候補者から選定に当たり示された内容であり、最

終的な収支計画（指定管理料を含む。）は、指定後に市と当該団体との間で協議の上、決定

します。 

■参考 

【令和６年度管理運営費収支決算】 

[収入]計５２０，３９０千円 

・指定管理料５０８，２３７千円・受入研修費収入３４２千円 

・利用者外給食費収入３，２９７千円・講師派遣収入２，２７０千円・雑収入２，２５７千円 

[支出]計４９７，２６４千円 

・人件費４２６，４２０千円（退職給付引当資産支出２，８３５千円含む） 

・水道光熱費１２，７７２千円・業務委託費１４，０１９千円ほか 

 

6.選定結果の概要  

(1)応募の概況  

①選定方式 

　非公募 

 

 

②募集日程  

募集要項等の配布 　令和7年8月27日(水)〜令和7年8月29日(金) 
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提出書類に関する質問の受付【第1次】 令和7年8月29日(金)〜9月3日(水) 

提出書類に関する質問の回答【第1次】 令和7年9月8日(月)まで随時 

提出書類Aの受付(=1次締切) 　　　　　令和7年9月9日(火) 

提出書類に関する質問の受付【第2次】 令和7年9月9日(火)〜令和7年9月11日(木) 

提出書類に関する質問の回答【第2次】 令和7年9月12日(金)まで随時 

提出書類Bの受付(=最終締切) 　　　　 令和7年9月16日(火) 

選定委員会(プレゼンテーション・審査)         令和7年9月26日(金) 

指定管理者候補者の決定(通知、選定理由の公表) 令和7年10月下旬(予定) 

指定の議案上程(12月議会予定) 　　　　令和7年12月(予定) 

指定管理者制度説明会 　　　　　　　　令和8年1月中(予定) 

協定の締結                           令和8年2月下旬(予定) 

 

(2)宮崎市指定管理者候補者選定委員会(宮崎市総合発達支援センター) 

（敬称略）  

 役　職　等 氏　名 

委員長 　宮崎公立大学　教授 辻 利則 

副委員

長 

　宮崎市郡医師会　理事（さとう小児科　院長） 佐藤　潤一郎 

委員 　宮崎市学校法人立幼稚園協会　理事 

（学校法人みやざき福祉学園　あおぞら幼稚園園長） 

玉城　美千子 

〃 　宮崎市子ども未来部　部長 富田　智美 

〃 　宮崎市福祉部障がい福祉課　課長 吉野　小百合 

 

(3)選定の概況  

ア 選定理由（非公募理由） 

第１回宮崎市指定管理者候補者選定委員会(宮崎市総合発達支援センター)におい

て、外部委員（上記(2)表の上から３人）により、これまでの経緯や専門性などを踏まえ

た事務局案（下記のとおり）を審議しました。その結果、『「宮崎市公の施設における指

定管理者制度に関する基本方針」５－（２）－②』に認められるものとして、宮崎市総合

発達支援センターの選定方法を「非公募」とすることを決定しました。 

 

【事務局案】 

１　経緯 
　宮崎市総合発達支援センター（以下「センター」という。）は、平成１５年度に開設し、複合的な

機能を持つことから、医療や福祉サービス現場での迅速で柔軟な対応と多数の専門職による運

営体制が必要なため、宮崎市がセンターの運営のために設立した「社会福祉法人 宮崎市社会
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福祉事業団（以下「事業団」という。）」が開設当初から管理運営を行っています。 

　現在も、障がいの早期発見・早期療育及び障がい児(者)の在宅生活を支援する療育の拠点

施設として継続してセンターを運営しています。（平成１５年度から平成１７年度までは委託、平

成１８年度以降は指定管理） 

 
２　専門職員の確保 
　センターは、障がい児の診療部と障がい児（者）の通所部、相談部である「そうだんすぴか」を

併せ持つ施設であり、その複合的な機能、また、それに伴い必要とされる多種多様な専門職に

よる運営が必要です。 

　診療部では、障がい児を専門に診療し、療育等を行うため、専門的かつ高度な療育ができる

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士、臨床心理士、看護士等の医療ス

タッフの配置が必要であり、また通所部、相談部においては、相談支援専門員等の配置が必要

です。事業団では、これらの資格等を有する専門のスタッフを継続的に確保してきた実績があり

ます。 

 
３　継続的な療育訓練と信頼関係の構築 
　障がい程度や年齢に応じた発達状況の把握、発達に即した療育を行うためには、障がい児

（者）一人ひとりに対し、継続的かつ長期的なビジョンによる療育訓練の提供が必要です。また、

障がい受容が十分できておらず、「障がい」という言葉に敏感で拒否反応を示す保護者等が多

い中で、効果的な訓練を進めるためには、保護者等と支援員等との信頼関係の構築が極めて

重要な要素となります。このため、療育訓練途中で提供事業者が変更となることは、療育訓練

及び支援の手法が変わる恐れがあり、新たに保護者等と支援員等との信頼関係を構築しなけ

ればならず、障がい児（者）及び保護者等に不安と混乱を招く恐れがあります。 

　このことから、事業団は、開設当初から障がい児（者）に対する継続的かつ長期的なビジョン

に基づき、保護者等への指導・支援について、きめ細かな配慮を行うことにより、保護者等との

間に信頼関係を構築してきました。 

 
４　選定方法について（事務局案） 
　以上のことから、専門職員の継続的な確保、継続的かつ長期的ビジョンによる発達支援の提

供と信頼関係の構築、これらの実績と長年にわたるセンター運営のノウハウを併せ持つ事業団

を指定管理者として選定することにより、診療及び療育の安定性、専門性及び継続性が確保で

き、センターの機能を最大限に発揮した管理運営と療育の拠点施設としての目的達成が期待で

きるものと考えます。 

　よって、「宮崎市公の施設における指定管理者制度に関する基本方針」５－（２）－②の非公

募要件である「専門的かつ高度な技術、ノウハウなどを有する特定の団体を指定することが適

切な施設の管理運営に資すると認められる場合」を踏まえ、センターの指定管理者候補者の選

定方法を「非公募」にするものです。 
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イ 審査結果一覧 

選定の基準 
満点 

（配点×委員数） 

最低 

基準点 

候補者 

貴団体 

１ 事業計画書に基づく当該施設の運営が、市民の平等な利

用を確保するものであること 
75 

 
64 

２ 事業計画書の内容が当該施設の設置目的を最も効果的

に達成するものであること 
275 165 

（満点×60％） 
231 

３ 事業計画書の内容が当該施設の管理に係る経費の縮減

を図るものであること 
75 

 
53 

４ 事業計画書に沿った管理を安定して行うための十分な能

力を有しているものであること 
175 

 
134 

５ 安全管理に対する対応 75  50 

６ 労働福祉の状況 50  39 

７ 環境保護及び障がい者の雇用等の福祉政策への取組状

況 
50  36 

合計得点 775 465 
（満点×60％） 

607 
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